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研究成果の概要： 

コンソーシアムを一つ作れば、半導体メーカーは、技術者を数十人規模で出向させる。その
結果、半導体メーカー本体は、コンソーシアムを作るほど、技術者が減少しやせ細る。その結
果、半導体メーカーの組織内に形成されている暗黙知は、徐々に削り取られていく。また、日
本全体で見れば、技術者を、あちらこちらに分散させていることになる。その結果、日本半導
体全体の競争力が低下する仮説を提言した。 

また、合弁会社としてエルピーダメモリを取り上げ、技術者へのインタビューから、二社合
弁でどのような混乱や摩擦が起きるかを明らかにした。更に、混乱や摩擦を解消するには、強
力なリーダーシップを持った経営者が必要であること、および、エルピーダへ少数出向してい
る三菱社員のように、統合した二社以外の出身で、二社の社員とは異なる経歴を持ち、二社か
らは一歩引いて客観的に物事を見ることができる社員を少数混在させておくことが、現場レベ
ルでの混乱や摩擦の解消に効果があることを明らかにした。 
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１．研究開始当初の背景 
日本半導体産業の国際競争力は、1980 年

代の中旬をピークに低下し続けている。1995
年以降、競争力回復を目指して、半導体コン
ソーシアム（セリート、MIRAI、ASPLA な
ど）や合弁会社（ルネサス、エルピーダ）が
多数設立された。これらの組織は、報告会や

雑誌・新聞などで、「技術開発が順調に進み、
経営がうまく行っている事」を、強調して発
表している。 
 
２．研究の目的 

「半導体コンソーシアムや合弁会社の技
術開発が順調に進み、経営がうまくいってい
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る」にも関わらず、日本半導体産業の国際競
争力は一向に回復する気配が無い。これは一
体何故なのだろうか？ そこで、本研究では、
3 年間で、以下を明らかにすることを目的と
する。 
（１） 半導体コンソーシアムや合弁会社
において、「技術開発が順調に進み、経営が
うまく行っている事」が事実ではないことを
明らかにする。つまり、コンソーシアムは半
導体メーカーの国際競争力向上には役に立
っていないこと、合弁会社の経営は決してう
まく行っていないことを明らかにする。 
（２） 何故、コンソーシアムは、半導体メ
ーカーの国際競争力向上に役立たないの
か？ 何故、合弁会社の経営はうまく行かな
いのか？ この真の原因を明らかにする。 
（３） どのようにしたら、コンソーシアム
が半導体メーカーの国際競争力向上に役に
立つのか？  どうしたら、合弁会社の経営
がうまく行くのか？ これらを研究し提言
する。 
 
３．研究の方法 
合弁会社としてエルピーダおよびセリー

ト研究対象とする。 
例えば、エルピーダの研究については、以

下のように進める。他の組織も基本的に同じ
手法で研究する。 

①まず、経営者へのインタビューを行う。
それと同時に、技術者へのインタビューの許
可を得る。 

②インタビュー対象者を特定し、質問表を
作成する。 

③一人 2時間程度、合計 10 人程度の技術
者へのインタビューを行う。 

④録音したインタビューは順次文章化す
る（テープ起こし）。 
⑤これらを集計し分析する。ここからエル

ピーダの技術開発、半導体生産、組織、経営
に関する問題点を明確にする。 

⑥上記を、エルピーダへフィードバックす
るとともに、論文を執筆する。 
 
４．研究成果 
（1）コンソーシアムに関する研究成果 
・概要 

2008 年、日本半導体メーカーは全て赤字に
転落した。その結果、第二次・業界再編の波
が押し寄せている。エルピーダ、NEC エレク
トロニクス、およびルネサスが誕生した第一
次再編は、ミクロに見てもマクロに見ても失
敗だったと言わざるを得ない。失敗の原因の
一つは”分社化“にあったと考える。技術者
組織を無造作に分断することにより、組織内
に形成されている暗黙知を破壊してしまう
からだ。2000 年以降の東芝と日立の明暗、お
よび、コンソーシアムを作るほど日本のシェ

アが落ちる原因も、この理屈で説明できるこ
とを明らかにした。 
 

・半導体業界再編 
2008 年 10-12 月期決算で、とうとう韓国サ

ムスンも赤字に転落し、米国インテルおよび
テキサスインスツルメント以外の半導体メ
ーカーは全て赤字決算となった。特に、もと
もと営業利益率の低い日本半導体メーカー
の赤字は深刻だ。2008 年通期で、東芝が 2900
億円、ルネサステクノロジが 1100 億円、NEC
エレクトロニクスが 550 億円、富士通マイク
ロエレクトロニクスが 700 億円、エルピーダ
メモリが 1000 億円超の各赤字を計上する見
込みである。 
その結果、2002 年以降、鳴りを潜めていた

半導体業界再編のニュースが、新聞・雑誌上
を賑わすようになった。まず、東芝がシステ
ム LSI 事業を分社化し、NEC エレクトロニク
スと経営統合する記事が新聞に掲載された 。
この記事によれば、NEC エレクトロニクスは、
富士通マイクロエレクトロニクスとも事業
統合を検討しているという。次に、エルピー
ダメモリが、台湾茂徳科技、力晶半導体、エ
ルピーダと力晶半導体の合弁会社・瑞晶電子
と統合を視野に入れた交渉を進めている記
事が新聞に掲載された 。もし、これらが実
現すれば、2000 年前後に起きた再編以来の大
型再編となる。 
 

・第一次再編劇の結果 
まず、過去に、どのような再編が行われた

のか？ 
①1999 年 12 月、NEC と日立製作所が DRAM 部
門を分社化して統合し、エルピーダメモリを
設立した。 
②2002 年 5 月、汎用 DRAM 以外の LSI 事業を
分社化して、NEC エレクトロニクスが設立さ
れた。 
③2003 年 4月、日立製作所と三菱電機がシス
テム LSI 事業を分社化して統合しル、ネサス
テクノロジを設立した。 
④2008 年 3月、LSI 事業を分社化して富士通
マイクロエレクトロニクスが設立された。 
 このような再編の結果は、どうだったの
か？ エルピーダメモリは設立から 2 年間、
DRAM シェアを落とし続けた。2002 年 11 月に
社長が交代しなければ消滅したか NECに吸収
されていたに違いない。NEC エレクトロニク
スは、設立直後から赤字に転落した。かつて
世界一に君臨したこともある半導体売上高
ランキングでは、世界 10 位から転落した。
ルネサステクノロジもパッとしない。設立直
後の半導体売上高ランキングでは世界 4位だ
ったが、2007 年には 8位まで後退した。富士
通マイクロエレクトロニクスに至っては、世
界 20 位にも入っていない。 



 

 

出典：米アイサプライ（日本経済新聞2008年10月28日11面）

図1 各国半導体の営業利益率
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 国籍別半導体出荷額で見ても、日本のシェ
アが増大する気配はない。また、営業利益率
を見ても、2000 年以降、日本半導体全体の利
益率は徐々に低下している（図 1）。 
 すなわち、ミクロに見てもマクロに見ても、
第一次日本半導体業界の再編は、失敗したと
言わざるを得ない。 

 
・分社化の問題 
 このような再編劇の歴史から、どのような
教訓を学ぶことができるだろうか？ 筆者
は、第一に“分社化”、第二に“統合の仕方”
に大きな問題があると考えている。本稿では、
“分社化”についての問題を、「日立と東芝」
の比較から考察してみる。 
 日立と東芝。1980 年～1990 年代にかけて
は、日本の半導体、というより世界の半導体
を技術で牽引する双頭であり、良きライバル
であった。ところが、2000～2002 年、DRAM
から撤退した後、両社には大きな差がついた。
東芝は NANDフラッシュで大躍進した。一方、
日立の半導体の末裔であるルネサステクノ
ロジおよび（社長交代前の）エルピーダメモ
リに、かつて東芝と丁々発止とやりあった技
術王国の面影はない。一体、この差は、どこ
で生じたのだろうか？ 
 ここで、課題を単純化するために、次のよ
うな問題を考えてみよう（図２）。100 人の技
術者の組織 A があって、100 の生産性（例え
ば技術開発の成果など）を生んでいたと仮定
する。この組織を、真っ二つに割って、50 人

ずつ二つの組織 Bと Cにしたとする。こうし
た後に、組織 B が生み出す生産性と、組織 C
が生み出す生産性の合計は、100 になるだろ
うか？ 
 日本半導体産業の第一次再編の結果から
類推すると、上記の答えは、B と C が生み出
す生産性の合計は、100 にはならないという
ことだ。 
 実際に、日立の半導体は、設計部、プロセ
ス開発部、生産技術部、および営業部などを
真っ二つに分断して、日立本体から切り離し、
片方をエルピーダメモリとし、もう片方をル
ネサステクノロジとした。NEC も同様に、真
っ二つに割って、片方をエルピーダメモリ、
もう片方を NEC エレクトロニクスとした。そ
の結果が、前節で述べた通りの惨状である。 
 一方、東芝は、半導体を基幹事業として社
内から切り離すことはせずに、上記のような
大ナタは振るわなかった。このような差が、
その後の明暗を分ける原因になっているの
ではないか？ 
 すなわち、半導体の技術は、一つのあるま
とまった組織内に暗黙知として形成され、受
け継がれるような性格があるのであろう。し
たがって、ある組織を、無造作に分断すると、
これまで長い年月かけて形成されてきた組
織的暗黙知が破壊されてしまうと言える。 
 
・コンソーシアムの問題 
 このような例はコンソーシアムにも見て
とれる。図 3に示すように、1990 年以降、日
本には、雨後の筍のごとく、多数のコンソー
シアムが設立された。しかし、日本半導体の
シェアは一向に向上する気配はない。 
 シェアが低下する、だからこれを食い止め
るために、多数のコンソーシアムを作った。
しかし、実際は、コンソーシアムを作れば作
るほど、シェアは低下すると見ることもでき
る。 

 コンソーシアムを一つ作れば、半導体メー
カーは、技術者を数十人規模で出向させる。
その結果、半導体メーカー本体は、コンソー
シアムを作るほど、技術者が減少しやせ細る。
その結果、半導体メーカーの組織内に形成さ
れている暗黙知は、徐々に削り取られていく。
また、日本全体で見れば、技術者を、あちら
こちらに分散させていることになる。その結図２ 組織分断の問題
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果、前節で日立と東芝の比較で見たように、
日本半導体全体の競争力が低下することに
なるのである。 
 
（2-1）合弁会社の研究１ 
2 社合弁で生じる混乱や摩擦 
・概要 
まず、二社統合によりどのような摩擦や混

乱が生じるかを明らかにする。エルピーダメ
モリやルネサステクノロジなど、二社が経営
統合した際、二社の技術融合によるシナジー
効果“１＋１＝３”が期待された。しかし、
現実は、目論見通りに行かなかった。二社の
設計技術を融合することはできなかった。プ
ロセスの“良い所取り”は不可能だった。二
社の量産工場で計画通り量産することがで
きなかった。それは何故か？ これらの問題
を回避し、二社の経営統合を成功させるには
どうしたら良いのだろうかを明らかにする。 
 
・二社統合の目論見 
二社の経営統合により、エルピーダメモリや
ルネサステクノロジなどが設立された時、そ
こには、どのような目論見があったのだろう
か？  

単純に考えても、社員倍増、生産能力倍増、
開発費は折半により半減、などは簡単に実現
できると目論むだろう。つまり、最低でも、
１＋１＝２。しかし、それだけでは面白くな
い。折角、カラーの異なる二社が融合するの
である。従って、そのシナジー効果創出を期
待するであろう。すなわち、１＋１＝３を目
論む。例えば、エルピーダメモリ設立の際は、
強力な生産技術力を持つ NEC と、強力な技術
開発力を持つ日立製作所が融合することに
より、世界最強の DRAM メーカーになること
が期待されたはずだ（図 1）。 

  
このような目論見により、間違いなく統合

前よりも状況は改善すると期待されて、経営
統合はなされた。しかし、現実は、目論見通
りには行かなかった。それはなぜなのか？ 
二社統合により、合弁会社内には、どんな混
乱や摩擦が生じたのだろうか？ 

 
・A 社と B 社が経営統合する場合 
 例えば、A 社と B 社が経営統合して C 社を
設立することを考えてみよう。 
まず、組織について。C 社のあらゆるセクシ
ョンが、A 社と B 社の社員で構成されること
になる（図 2）。 

構成比はセクションによってバラツキがあ
るものの、概ね半々になる。また、課長、部
長、本部長から社長に至るまで、あらゆる職
位は二重になるその際、正課長が A社員、副
課長が B 社員であったとしたら、部長職は、
逆に、正部長が B社員、副部長が A社員とい
うように、たすき掛け構造の人事がなされる。 
 次に、設計センター、開発センター、およ
び、量産拠点について。C 社の設計センター
および開発センターは、A 社または B 社のど
ちらかに集約されることになる。例えば、A
社の設計センターおよび開発センターに、B
社の技術者が異動することにより、C 社の設
計センターおよび開発センターを形成する
（図３）。 

C 社の設計センター（インフラは A 社）で
設計されたデバイスが、C 社の開発センター
（インフラは A社）で試作される。プロセス
フローが完成したら、これを技術移管して、
量産する。量産拠点は、A 社および B 社の量
産工場、および、C 社が新たに建設する最新
鋭量産工場などである。 

図1．二社統合の目論見
（エルピーダメモリの例）
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 このような組織、職制、および、事業拠点
により、１＋１＝３を目論んだとすると、果
たしてその結果はどうなるのか？ 
 
・設計技術の融合は可能か？ 

A 社内の設計センターに、A 社の設計技術
者および B社の設計技術者が集まって、一致
団結し、ある一つの半導体デバイスを、設計
することが可能だろうか？ 十分な準備期
間があれば、もしかしたら可能かもしれない。
しかし、不況により大赤字を計上し、最後の
手段として二社統合するというような切羽
詰まった時に、そのような悠長な準備期間は
あり得ない。従って、極めて短期間で設計を
完了しなくてはならない。このような非常事
態の状況下で、A 社と B 社の設計技術を融合
することなどは、無理であろう。 
 実際に、0.13μmDRAM からスタートしたエ
ルピーダメモリの設計センターでは、NEC 版
の 0.13μmDRAM と、日立版の 0.13μmDRAM の
二種類が設計されてしまった。やはり、設計
技術を融合し、一致団結して、一つの DRAM
を設計することはできなかった。更に、どち
らの設計者も、自分が設計した 0.13μmDRAM
を優先的に試作するようにと、デバイス・プ
ロセス部門に圧力をかけてきた。人手不足の
デバイス・プロセス部門は悲鳴を上げた。し
かし、たすき掛け人事による職制が災いをし
て、どちらか一方を選択する決定ができず、
社内は混乱した。 
 
・プロセスの良い所取りは可能か？ 
 次に、開発センターのデバイス・プロセス
部門について。開発センターのインテグレー
ションおよび各要素プロセス部門には、“良
い所取りをしろ”という指令がなされること
が多い。しかし、一見して、合理的に聞こえ
るこの指令が、要素プロセス部門を混乱させ、
無用な摩擦を生む原因となるのである。それ
は何故か？ 
 “良い所取りをする”ということは、各技
術について、お互いを比較して、優劣を決め
ると言うことである。例えば、エルピーダメ
モリの場合、NEC の技術者も日立の技術者も、
自分こそがナンバー1 だというプライドを持
っていた。実際、1980 年代、NEC は DRAM の
シェア世界１の座に数多く座った。その後、
韓国・三星に世界１の座は譲り渡してしまう
が、それでも、少なくも DRAM 日本１のプラ
イドがあった。一方、日立は、要素技術、特
に微細加工技術ナンバー１というプライド
があった。両者が持っていたこのようなプラ
イドがあちこちで衝突する。衝突すると、が
っぷり四つに組んでしまい、両者一歩も引く
ことができない。このような混乱や摩擦が至
る所で生じた。 
 

・プロセスの違いは文化の違い 
プロセスの“良い所取り”ができないもう一
つの理由がある。それは、プロセスの違いは
文化の違いと言うことだ。これこそ本質的な
問題と言える。プライドのような精神的なも
のではなく、文字通り物理的な問題である。
二社が経営統合する際、この問題が解決でき
なければ、その会社は成功しない。詳しく述
べよう。 
 たとえば、プラズマを使ったアッシング処
理によりレジストを除去した後、アッシング
で除去しきれなかったレジスト残渣をウエ
ット洗浄する技術がある。洗浄技術を比較す
ると、A 社よりも、B 社の技術の方が残渣除
去能力に優れているとしよう。では、A 社の
試作ラインに B社の洗浄技術を導入すればい
いと思うかもしれない。しかし、それはかな
り難しいことになる。その理由は以下の通り。 
①まず、レジストを除去するというプロセス
は、プラズマによるアッシングとウエット洗
浄の組み合わせで実現されるものである。A
社の哲学は、強力なアッシングでなるべく残
渣を残さないプロセスを目指している。だか
ら、ウエット洗浄は残渣除去能力が小さくて
も良い。では、A 社の強力なアッシングと B
社の残渣能力に優れた洗浄の組み合わせに
すればいいではないか？ これも NGである。
この組み合わせでは、半導体デバイスに大き
なダメージを与えることになる。 
②百歩譲って、ダメージは問題ないと仮定し
よう。そして、B 社のウエット洗浄技術を導
入することにしたとしよう。それでも導入は
困難だ。なぜならば、B 社の洗浄液は、A 社
の洗浄装置では使えない。配管系統に腐食が
起きる可能性が高い。洗浄装置とは、ある洗
浄技術の実現を目標にして、ある特殊な洗浄
液を使うように作られている。したがって、
洗浄液が異なると使用できない場合が多い。
結局、装置ごと新設するしかない。しかし、
ウエット洗浄装置の納期は約 1年、価格は数
億である。今からではまったく間に合わない。 
つまり、プロセスというのは、一つの哲学で
ある。一つの半導体メーカーの中で、長い歳
月をかけて熟成されてきた文化といっても
いい。従って、一部分だけを切り出して、単
純な比較をして、能力が高いから、同じよう
な装置だから、といって簡単に置き換えられ
るものではない。このような理由で、二社を
統合した際、両社のプロセス技術を比較して
“良い所取りをする”ということは、極めて
難しいことなのである。 
 
・量産展開における問題 
 結局、二社が経営統合しても、簡単にプロ
セスの“良い所取り”はできない。その結果、
C 社が開発する半導体デバイスの工程フロー
は、A 社のインフラを使って、A 社のプロセ



 

 

スで開発せざるを得ないことになる。このよ
うにして開発された工程フローを、当初の目
論み通り、量産することが可能だろうか？ 
 上記半導体デバイスを、A 社の量産工場で
量産することは可能である。これは、二社統
合する前と同じシチュエーションだからで
ある。通常、同一の半導体メーカー内ならば、
開発センターと量産工場においては、ほとん
ど同じ製造装置を揃えている。従って、コピ
ーイグザクトリによって、量産移管すること
が可能となる。 
しかし、上記半導体デバイスを、B 社の量

産工場で量産することは、非常に困難である。
B 社の量産工場における製造装置が、A 社の
開発センターの製造装置と同じとは限らな
いからである。このような場合、コピーイグ
ザクトリによる量産移管はできない。異なる
装置で、同じプロセス特性が得られるように、
プロセス開発を行わなくてはならない。この
ような移管をコピーエッセンシャリという。 
コピーエッセンシャリを必要とする工程が
多ければ多いほど、量産工場の負担は大きく
なる。量産できるようになるまでの時間やコ
ストが増大するからである。実際に、エルピ
ーダメモリの場合、NEC 相模原で開発された
DRAM の工程フローを、日立の量産工場に移管
するためには、約 60％もの工程について、コ
ピーエッセンシャリにより、プロセスを作り
直す必要が生じた。量産工場では、これ程大
規模なコピーエッセンシャリは不可能であ
った。そこで、NEC 相模原で開発された DRAM
の工程フローを、日立の開発センターで、コ
ピーエッセンシャリにより日立仕様のプロ
セスに作り直し、このプロセスを日立の量産
工場に移管する手段が取られた。しかし、こ
れでは、二社統合のメリットなど何もない。
それどころか、二社統合により、より煩雑で、
より非効率的な作業を必要とする。その結果、
技術者は疲弊し、この量産移管は、途中で頓
挫することになった。 
エルピーダメモリが設立した当初、NEC と日
立を合わせた DRAM の世界シェアは 16％あっ
た。ところが、そのシェアは、1年後 8％に、
2 年後 4％にまで減少した。その背景には、
当初の目論見通り、DRAM を量産することがで
きなかった誤算があった。プロセスの問題に
より日立の量産工場を使うことができず、片
肺飛行を余儀なくされた。更には、エルピー
ダメモリが新規に立ち上げる予定であった
最新鋭工場も、不況により親会社からの投資
が認められず、量産に至らなかった。この結
果、１＋１＝３を目論んだ二社統合は、結果
的に、１＋１＝0.5 になってしまった。 
 
・二重組織の弊害とその解決策 
 これまで見てきたように、A 社と B 社が経
営統合して C社を設立した場合、①短期間で

二社の設計技術を融合することはできない、
②二社のデバイス・プロセスの“良い所取り”
をすることも難しい、③片方一社のインフラ
を基に構築した半導体デバイスの工程フロ
ーを、同時に、二社の量産工場に移管するこ
とは困難である。 
 このような技術的な問題を、二重組織によ
る体制が、より深刻化する。例えば、たすき
掛け構造の職制の場合、あらゆるセクション、
あらゆるポジションで、主導権争いが生じる。
その結果、簡単なことでさえも、両社の思惑
が絡まりあい、なかなか決定できない。また、
資金を両親会社に依存している場合、何かを
決定する際、両親会社の承認を必要とするた
め、ますます決定するまでに時間を要するこ
とになる。更には、両親会社が、統合会社の
運営に干渉する場合もあり、会社経営は困難
を極めることになる。このようになると、分
社化と二社統合により組織を身軽にし、迅速
な決定と、迅速な会社経営を目指したはずな
のに、事態は二社統合以前よりも悪化する。 
二社統合による技術的な混乱や摩擦を最小
限に抑えるにはどうしたら良いのだろう
か？ また、両社の技術を融合させ、シナジ
ー効果を創出することは可能なのだろう
か？ 更に、迅速な決定、および、迅速な会
社経営を実現するためには、どのような措置
が必要なのだろうか？  
 
（2-2）合弁会社の研究 
混乱や摩擦を低減する方法１ 
・概要 
エルピーダは、設立後 2 年間で DRAM シェ

アを大幅に低下させたが、社長交代後、V 字
回復を遂げた。社長交代前後で、何が変わっ
たのか？2004年1月にエルピーダの社員へ行
ったインタビュー結果を基に、エルピーダ復
活のメカニズムを明らかにし、更に、二社統
合により生じる混乱や摩擦を抑える方法を
導き出す。 
 
・技術者へのインタビュー調査 
 1999 年 12 月、NEC と日立製作所の DRAM 部
門が経営統合することによって誕生したエ
ルピーダは、設立後２年間で DRAM シェアを
１/４に低下させた。ところが、2002 年 11 月
の社長交代を契機に、DRAM シェアは急速に回
復に転じた。設立当初のエルピーダ内部には
どのような問題が存在し、社長交代後、それ
らはどのように解決されたのか？ 特に、社
長交代前後で、技術者の意識はどのように変
化したのか？ これらを明らかにするため
に、エルピーダの技術者 12 人へのインタビ
ュー調査を行った。 
 
・インタビュー対象者の構成 
 NEC 出身者 6人、日立出身者 6人、合計 12



 

 

人の技術者をインタビューした。12 人の仕事
の内訳は、要素プロセス 6人、インテグレー
ション 6人であった。年齢層は、30－35 歳 2
人、35－40 歳 6 人、40－45 歳 2 人、45 歳以
上を 2 人とした。更に、職制は、主任 4 人、
課長 6人、部長 2人とした。 

年齢層と職制をこのような構成にしたの
は、半導体プロセス技術開発において、35－
40 歳の技術者または課長が、技術の方向性を
決定しているからである。すなわち、35－40
歳の技術者または課長が、最も技術に対して
影響力があり、最も技術に対する感度が高い。
このような事情を考慮した。 
  
・インタビューの概要 
 エルピーダを 4つの時期に分けて、各時期
に関して以下のような質問を行った（図 2）。 
Ⅰ）エルピーダ誕生前 
「日本半導体産業が凋落した原因を教えて
ください」 
「エルピーダができることについて、あなた
はどう思いましたか？」 
Ⅱ）エルピーダ誕生から社長交代までの揺籃
期 
 「エルピーダの内部には、どのような問題
がありましたか？」 
Ⅲ）社長交代から現在までのエルピーダ復活
期 
 「上記の問題は、社長交代後、どのように
なりましたか？」 
 「社長交代後のエルピーダ、およびあなた
自身について教えてください」 
Ⅳ）現在から未来へのエルピーダ 
 「エルピーダが更に飛躍するためには、何
が問題だと思いますか？」 

 
・インタビュー結果 
Ⅰ）NEC と日立の合弁前 
「日本半導体産業が凋落した原因を教えて
ください」 
多くの技術者が「技術力の低下が原因では無
い」と考えていた（図 3-1）。米国、韓国、台
湾などと比較すると、「技術力は同等以上だ
った」という意識を持っていた（図 3-2）。で
は、なぜ日本は凋落したのかと聞くと、多く
の技術者は「技術の流出は影響があった」と

答えた（図 3-3）。たとえば「生産委託、装置
メーカー経由およびベンチマークなどによ
って、日本の技術が流出し、その結果、韓国

や台湾が急成長してきた」という回答であっ
た。しかし、最も主要な原因は、「日本の半
導体メーカー内部の問題であった」と多くの
技術者は回答した（図 3-4）。 
「日本は経営が悪く自分で転んだ」、「投資の
タイミングが遅れた」、「リスクに挑戦し莫大
な投資を続ける韓国に負けた」、「コストで負
けた」、「回りが変わったとき取り残された」、
「慢心があった」などの回答があった。また、
多くの NEC 出身者からは「リソースの分散が
影響した」という回答があった。工場を米国、
英国、中国などあちこちに分散して作ったた
め、技術移管に莫大な労力と時間を必要とし
た。一方、韓国・三星は、一箇所に工場を集
中させた。この差が大きかったという。 
以上から、技術者は、日本半導体産業凋落の
真の原因は、経営の責任と考えている。一方、
自分たちの技術力には問題は無く、自信を持
っているようにすら感じられた。この「技術
に対する自信」は、二社統合において、技術
に関する摩擦を引き起こす要因となった可
能性が高い。 
 
「エルピーダができることについて、あなた
はどう思いましたか？」 
多くの技術者が「エルピーダの設立は必要な
ことだった」と回答した（図 4-1）。半数の技
術者が「エルピーダに行きたいと思った」と
答えた（図 4-2）。しかし、実際に辞令を受け
て出向する際は、多くの技術者がネガテイブ
な気持ちであった（図 4-3）。「なぜ自分が行
かなくてはならないのか」、「捨てられたと思
った」、「片道切符」、「戻れるのか不安」、「サ
ラリーマンだから仕方がない」という回答が
あった。半導体不況時におけるエルピーダへ
の出向は、技術者を不安にさせ、モチベーシ
ョンを低下させたものと考えられる。 
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図２．質問をするためのエルピーダメモリの時期区分
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また、NEC 出身者は「日立を最適なパートナ
ーと思った」と回答した。一方、日立出身者
はそうは思わなかったようである（図 5）。こ
のように二社が相思相愛になっていなかっ
たことは、混乱と摩擦を大きくした原因にな
ったと思われる。 

 
Ⅱ）エルピーダの揺籃期 
「エルピーダにはどんな問題がありました
か？」 
 経営、組織およびオペレーションに関して、
多くの問題点が挙げられた。 
経営の問題 
 まず、経営のトップマネジメントが問題だ
った（図６(a)）。「経営のスピードが遅い」、
「投資と製品戦略に問題がある」、「親会社に
遠慮しているようだ」等の回答があった。 

次に、親会社の干渉が問題だった（図 7(a)）。
「何をするにも承認が必要」、「承認には時間
がかかる」、「口は出すのに資金は出してくれ
ない」等の回答があった。 

更に、投資資金が調達できなかった（図
8(a)）。「投資資金は 100％親会社に依存して

いたため、市況悪化に伴い、親会社から投資
資金は途絶えてしまった」という回答であっ
た。 
 
組織の問題 
全ての課は、NEC 出身者と日立出身者から構
成されていた。また、課長、部長から社長に
いたるまでのほとんどの職位が 2重構造をな
していたという問題があった（図 9(a)）。 

NEC 出身者および日立出身者が、それぞれ
の親会社の方を向いて、それぞれの立場の都
合で仕事をしようとした。その結果、組織の
2 重構造は、エルピーダ内部において、物事
がなかなか決められない状況を作り出して
いた。 
更に、設計部、プロセスおよびインテグレー
ションなどの技術開発部門において、NEC 出
身者と日立出身者の間に、技術をめぐる混乱
と摩擦が生じていた（図 10(a)、11(a)）。 

前節で詳述したように、「両社を比較してい
い所取りをせよ」と言う指令が、この混乱と
摩擦をより大きくしてしまった。 
また、技術の考え方の違いも、混乱と摩擦

の原因になったと考えられる。例えば、次世
代の DRAM を開発する場合、NEC 出身者はなる
べく技術を延命したいと考える。一方、日立
出身者は新技術を開発し導入したいと考え
る。このような技術に対する考え方の違いが
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図5．統合の相手として、NECまたは
日立を最適だと思いましたか？
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図８．資金調達の問題

全体

はい

全体

はい

(a) 組織に問題が
ありましたか？

(b) 社長交代後、
解決しましたか？

図９．組織の問題
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あり、なかなか「融合できない」という回答
があった。 
 
オペレーションの問題 
開発および生産計画に問題があった（図
12(a)）。工数および時間的に実現不可能な計
画であった。実現不可能な計画を前にすると、
技術者はやる気をなくすと考えられる。 

 
 また、量産に問題があった（図 13(a)）。エ
ルピーダは 0.13μｍDRAM から開発すること
になっていた。その結果、「0.15μｍDRAM の
商品企画が宙に浮いた。そのため、0.15μｍ
DRAM で儲けるべき時に、儲けられなかった」
という回答があった。 
更に、エルピーダが新たに建設する 300mm

ウエハ用の最新鋭工場立ち上げに問題があ
った。工数不足を補うため、NEC 広島に支援
を依頼していたが、「2重オペレーションによ
り、非効率的であった」。また、「市況悪化に
より、親会社からの投資が凍結された」とい
う回答であった（図 14(a)）。 

 その結果、工場の建物は完成したが、半導
体製造装置が導入されず、計画通りの生産が
できなかった。 
 
結局、計画は実現不可能なものであり、

0.15μｍDRAM の量産は宙に浮き、NEC 相模原
で開発された DRAM は装置構成が大きく異な
るため日立の量産工場に移管できず、新工場
には装置が導入されなかった。これらは、エ
ルピーダの DRAM シェアが低下した直接的な
原因である。このような問題があったため、
技術者が技術力を発揮する舞台は与えられ
なかった。 
 

二社統合は地獄 
 以上、エルピーダの初期に存在した問題を
概観すると、市況悪化による親会社からの投
資凍結以外は、ほとんどが二社統合に関係し
た問題である。すなわち、技術文化の異なる
二つの会社を統合することは、極めて難しい
といえる。そして、これらの問題によって、
技術者のモチベーションが著しく低下した。
ある技術者はこの状況を「地獄だ」と表現し
た。 
 
Ⅲ）社長交代から現在までのエルピーダ 
「上記の問題は、社長交代後、どうなりまし
たか？」 
 エルピーダの初期に存在した多数の問題
は、社長交代により、どのように解決された
のだろうか？ 
経営の問題 
経営トップマネジメントの問題は、技術者全
員が「解決された」と答えた（図 6(b)）。全
員が、「スピード感、透明感のある経営にな
った」と感じていた。このように感じる背景
には、メールを使った社員との意思の疎通が
あるように思われる。社長は、会社の状況、
計画、方針などをタイムリーに全社員にメー
ルで伝える。これは一方通行ではなく、社員
から社長へも、意見や質問および要望などを
メールで出すことができる。社員からのメー
ルは一日 500 通にも及ぶとの事である。社長
はこれに対する返事を 24 時間以内にすると
明言している。このようなメールシステムが
経営トップマネジメントの問題解決に一役
買っていると思われる。 
また、ほとんど全員が、親会社の干渉の問題
は解決され、「エルピーダ独自の決断ができ
るようになった」と回答した（図 7(b)）。更
に、投資資金は坂本社長が自力で 1700 臆円
集めてきた。その結果、全員が、「資金調達
の問題は解決された」と答えた（図 8(b)）。
すなわち経営の問題は、完全に解決された。 
 
組織の問題 
技術者全員が、組織が 2重構造であった問題
も「解決された」と答えた（図 9(b)）。設計
部については、「NEC 出身者と日立出身者の融
合が進んだ」という答えであった（図 10(b)）。
一方、プロセス開発部およびインテグレーシ
ョン開発部には、「未だに NEC 出身者と日立
出身者の間に技術に関する摩擦がある」とい
う回答があった（図 11(b)）。「ベースが NEC
流になった」「そのため、日立出身者は譲歩
している」「本当は、両社を融合して統一プ
ロセスを作ろうとしたがうまくいかなかっ
た」。その理由は、「両社の技術に対する考え
方の違いに原因がある」「NEC 出身者はなるべ
く技術を延命しようとする」「ところが日立
出身者は新技術を導入しようとする」「この
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図１２．開発および生産計画の問題
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技術に対する考え方の違いは、未だに解決で
きていない」という回答であった。 
二社統合による本質的な問題が、この技術に
関する摩擦である。技術とは、NEC および日
立において、長い年月をかけて構築されてき
た文化である。お互いの技術には、会社の歴
史が刻み込まれている。そういった背景を持
つ二社の技術を、一朝一夕には融合すること
はできない。 
ただ、エルピーダが NEC の敷地内にあること
から、自然に、工場およびそのシステムなど
が NEC 流になった。社長は「ここは NEC であ
る。NEC に従うように」と明言した。このよ
うな采配が奏功し、日立出身者には不満が残
ったものの、技術および技術開発の方法は
NEC 流に統一され、仕事はスムースに進むよ
うになったと思われる。 
 
 
オペレーションの問題 
ほとんどの技術者が、開発および生産計画の
問題も「解決された」と回答した（図 12(b)）。
「会社の方向が明確であり、従って自分のや
るべきことも明確である」という回答であっ
た。また、ほとんどの技術者が量産について
の問題は解決したと回答した（図 13(b)）。ま
た、中国や台湾などのファンドリーを利用し
て DRAM を生産し、シェアアップをはかる新
戦略を打ち出した。 
更に、300mm ウエハ用の最新鋭工場立ち上げ
について、広島エルピーダを設立し、2 重だ
った DRAM生産オペレーションを一本化した。
また、社長が集めてきた 1700 億円の資金を
用いて、凍結していた設備投資が再開された。
その結果、ほとんどの技術者が、この問題も
「解決された」と回答した（図 14(b)）。以上
のようにオペレーションに関する問題もほ
とんど解決された。 
 
経営の問題は全て解決 

以上から、エルピーダの揺籃期における経
営、組織、オペレーションの問題は、社長交
代後、二社の技術融合以外のすべての問題が
解決された。技術者自身がやるべきことが明
確になり、社長の打ち出した方針に従って着
実に DRAM が生産されて行き、技術者は達成
感を感じることができるようになった。また、
量産の問題が解決され、ファンドリーを利用
する新戦略が始まり、更には最新鋭工場での
生産も軌道に乗り始めた。その結果、エルピ
ーダのシェアは回復し始めた。 
 
「現在のエルピーダについて教えてくださ
い」 
社長交代後から約 1 年半たった 2004 年 1 月
現在、技術者は全員が、「エルピーダの雰囲
気が良くなった」と感じていた（図 15-1）。

「明るくなった」「自分の成果が生かされる
期待感がある」「モチベーションが上がった」
などの回答が多数あった。また、ほとんど全
員が、「エルピーダの調子がいい」と感じて
いた（図 15-2）。「やっと各社のいい点が生か
され始めた」「NEC だ、日立だともめなくなっ
た」という回答があった。 

 
これらのインタビューからわかるように、

技術者の自信は回復し、モチベーションも向
上したといえる。その結果、会社も好調にな
った。エルピーダが最悪の状態のときに社長
に就任した坂本氏のエルピーダ再生マネジ
メントは、成功したといえる。 
ただ意外な事に、ほとんどの技術者が、社

長交代後も「エルピーダの技術力が変わって
いない」と感じていた（図 15-3）。「生産に集
中するあまり技術開発ができない」「研究所
が無いから次世代の新技術開発ができない」
という回答があった。 
このインタビュー結果は何を意味するの
か？ 社長交代前、技術者は絶望的になって
いた。自信を失っていた技術者も多かったと
思われる。技術力の向上を図る所では無かっ
た。社長交代後、技術者の前に山積していた
問題は、社長のマネジメントによって取り除
かれた。環境が整い、技術者は自信を回復し、
持っていた技術力を発揮し始めた。しかし、
その技術は、もともと技術者が持っていた技
術であった。エルピーダに出向になったとき
に既に有していた技術力がやっと有効に使
われ始めたといえる。すなわち、2004 年 1 月
時点では、これまでの技術力の「貯金」で DRAM
を生産していたのである。技術者は、新たな
技術を開発したときに技術力の向上を自覚
する。エルピーダに出向して以来、そのよう
な機会がこれまでに少なかったために、上記
のようなインタビュー結果になったものと
考えられる。 
二社統合により混乱や摩擦が長引くほど、

技術開発は停滞する。従って、二社統合によ
って生じる混乱と摩擦を最小限度に抑え、速
やかに技術者が技術開発できる環境を整え
なくてはならないと言える。 
 
「あなたの仕事に対する気持ちや考えを教
えてください」 
 技術に関する問題を詳しく探るため、技術
者の仕事に対する気持ちや考えについてイ
ンタビューを続けた。  
まず、日立出身者の多くは、両社の社風の違

図15-1 エルピーダの
雰囲気はいいですか？

図１５．社長交代後のエルピーダについて教えてください。
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いをより強く感じていた（図 16）。 

 
また、社長交代後、NEC 出身者のほとんど

が「仕事はやりやすい」と答えたのに対して、
日立出身者の多くは「仕事がやりにくい」と
答えた（図 17）。 

 
これは、「ベースが NEC 流になった」こと、

「技術に対する考え方に違いがある」ことに
原因があるという回答であった。すなわち、
両社の技術の考え方の違いに起因した摩擦
に原因がある。NEC 出身者は「技術を延命し
たい」と考えるのに対して、日立出身者は、
「もっと新技術を開発したい」と考えていた。
しかし、日立出身者にとってエルピーダは
「他人の庭」であるため、「どうにもならず、
あきらめている」という意識であった。 
 一方、NEC 出身者は「自己の技術力が何も
変わっていない」と感じていた（図 18）。 

 

環境も仕事の仕方も何も変わらないため、
「経験をつんだだけ」であり、「変わりよう
が無い」という回答であった。つまり、NEC
出身者にとって、エルピーダは「自分の庭」
である。そこで、もともと持っていた技術を
使って生産を行っているだけでは、自己の技
術力に変化が無いということである。 
 しかし、その反面、NEC 出身者は、日立出
身者の技術開発力を高く評価していた（図
19）。 
 
「NEC は保守的だが、新技術に挑戦する意

欲は日立が高い」、「NEC はコストと量産に強
いが、新材料や進行増開発は日立が強い」、
「NEC は技術を延命し、日立は新技術を導入
する」、「NEC は新技術に立ち遅れるが、日立
はばくち的」、「日立の研究所は技術開発のレ
ベルが高い」などの回答があった。NEC 出身
者は、図 5に示したように、日立を最適なパ
ートナーと考えていたことともあわせて、日
立出身者の技術開発力に好印象を持ってい
る。このような相手を尊重する意識を、両者
がもつことができれば、二社統合の混乱や摩
擦は軽減できるのではないだろうか？  
 
現在から未来へのエルピーダ 
 「エルピーダが更に飛躍するためには、何
が問題だと思いますか？」 
 多くの技術者が、現在の状態では DRAM のシ
ェアで「No.1 になるのは難しい」と感じてい
た（図 20-1）。5 年後を予想すると、DRAM シ
ェア 3位あたりが妥当なポジションであると
いう回答が多かった（図 20-2）。この予想は
ピシャリと当たっている。 
 

 
更に、ほぼ全員が、エルピーダが更に飛躍

するためには次の 3点が課題であると回答し

図１６．お互いの会社の社風の違いを感じますか？
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図２０．エルピーダの未来について教えてください。
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た。次世代の技術開発（図 21-1）、ファウン
ドリーを含めた量産方法（図 21-2）、リソー
ス分散が心配である、特許の増強（図 21-3）。
出願が少ない。 

 
 
・エルピーダ復活のメカニズム 
以上のインタビュー調査の結果から、エルピ
ーダ復活のメカニズムは、以下のように考え
られる。 
①出向してきた技術者が、最初から高い技術
力を持っていた。 
②外部から来た強力なリーダーシップを持
った社長が、二社統合によって生じた経営、
組織、オペレーションに関する問題をほとん
ど解決した。 
③その結果、技術者のモチベーションが向上
し、もともとあった高い技術力が有効に使わ
れるようになった。 

このようにして、会社は順調になり、エル
ピーダは復活を遂げた。すなわち、坂本社長
の技術経営、すなわち、Management of 
Technology; MOT が実現し、成功したと言え
る。 
 
・二社統合における教訓 
 1999 年から 2004 年にかけてのエルピーダ
のケーススタデイを行った。ここから、二社
統合による混乱や摩擦を抑えるためにはど
うしたら良いかを考察してみる。 
①何といっても強力なリーダーシップを持
った経営者が必要である。二社統合の非常時
においては、社内の混乱や摩擦を、時間をか
けて民主的に解決する余裕はない。混乱や摩
擦を続けている間にも、市況は刻々と変化す
る。したがって、強い信念を持ち、トップダ
ウンで、物事を即断即決できる経営者が必要
である。 
②二社統合した会社の自治権が必要である。
投資資金を親会社に依存し、その結果として
親会社の干渉を受けるような状況では、二社
統合は成功しない。 
③短期間での技術融合、および、両社の技術
の良い所取りはできないと割り切る。二社の
一方を標準と決めてしまう。もう一方は、そ
の技術に基本的に従う。付加できるものがあ
れば付加する。場合によっては、二社の対等
合併ではなく、吸収合併の方が技術的な混乱
や摩擦は少ないかもしれない。 
④エルピーダには、NEC および日立以外に、
少数ながら三菱出身者が出向していた。この

三菱出身者の評判が大変良いことが、インタ
ビューから明らかになった。二社統合の際、
どちらの会社にも所属しない少数の異分子
的存在が、実は、混乱や摩擦を低減するカギ
かもしれない。 
 
（2-3）合弁会社の研究 
・混乱や摩擦を低減する方法 2 
前節で、二社統合による混乱と摩擦を最小

限に抑えるには強力なリーダーシップを持
った経営者が必要であること、そのような経
営者でも設計やプロセスなど技術の融合は
困難であることを明らかにした。本節では、
NEC と日立の合弁会社であるエルピーダメモ
リに、三菱電機から少人数出向している技術
者へのインタビュー調査結果を紹介する。こ
の結果から、少人数の三菱社員が、二社統合
の際の混乱と摩擦を、現場レベルで効率的に
解決していたことを明らかにする。ここから、
二社統合を成功させるキーポイントを導き
出す。更に、第二次半導体業界再編の行く末
を占う。 
 
・2004 年 1 月時点のエルピーダ 
 前節で、エルピーダの技術者 12 人へのイ
ンタビュー結果から、2002 年 11 月に社長が
交代した後、経営上の問題はほとんど全て解
決されたことが分かった。その結果、技術者
のモチベーションが飛躍的に向上し、エルピ
ーダの調子も良くなった。しかし、真の意味
での技術の融合は実現していなかった。また、
次の組織間での摩擦が生じていた。①NEC vs
日立、②インテグレーション vs 要素技術、
③開発部門 vs 量産部門。このような状況の
下、新たに建設した 12 インチ最先端工場で
の量産立ち上げと、台湾のファンドリーへの
生産委託に関する課題が急速に持ち上がっ
ていた。 
・三菱出身者へのインタビュー 
エルピーダは、どのようにして上記摩擦を解
消し、量産展開の課題を解決したのだろう
か？また、2004 年 1 月の調査の際、少数なが
ら三菱から出向している技術者の評判が大
変良いことが分かった。三菱出身者は、上記
課題に対してどのような貢献をしていたの
だろうか？  
そこで、以上を明らかにするために、三菱出
身者 6 人へのインタビュー調査を行った。6
人の仕事の内訳は、要素プロセス 4人、イン
テグレーション 2人であった。職制は、担当
１人、主任 2人、課長 4人であった。 
  上記 6人の三菱出身者に、以下について
質問した。①三菱時代の職歴、②出向してき
たときの気持ち、③日本半導体産業の凋落の
原因、④三菱とエルピーダの DRAM の違い、
⑤三菱とエルピーダの技術力の違い。 
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・インタビュー結果 
①三菱時代の職歴 
 6 人全員が DRAM を専門としていた。また、
6 人全員が技術開発と量産展開を経験してい
た。これは、人員不足から止むを得ぬ事情に
より、開発も量産もしなければならない状況
だったとのことである。更に、三菱時代にす
でに、台湾のファンドリーへの生産委託を経
験していた。 
 NEC および日立出身者のほとんどが技術開
発を専門とし、量産経験が少なかったこと、
またファンドリーへの生産委託の経験は皆
無であったことを考えると、三菱出身者の経
験は、異色であると言える。 
 
②出向してきたときの気持ち 
 志願した技術者は一人もいなかった。ただ
し、全員が DRAM の開発・量産とファンドリ
ーへの生産委託に従事していたため、何の違
和感もなく、出向を受け入れたとのことであ
る。つまり、「今までやってきたことを、続
ければいいのだろう」と言う気持ちだったよ
うだ。 
 NEC および日立出身者が、ネガテイブな気
持ちで出向してきたのとは、対照的である。 
 
③日本半導体産業の凋落の原因 
「なぜ、日本半導体産業が凋落したと思う
か？」と質問すると、コスト競争力の低下（全
員）、安く作るための生産技術の低下（２人）、
利益率の低さ（２人）、マネジメントと戦略
（２人）と言う回答であった。 
NEC および日立出身者の多くは、「経営、戦略、
コストで負けた。技術では負けていなかっ
た」と回答した。これと比較すると、三菱出
身者は、“安く作る技術に問題があった”こ
とを認識していることに特徴があると言え
る。 
 
④三菱とエルピーダの DRAM の違い 
「エルピーダの DRAM と三菱の DRAM は、どこ
が違うか？」と言うことを質問した。その結
果、DRAM の構造に差はない（多数）、エルピ
ーダはマスク枚数と工程数が多い（多数）、
三菱の方が歩留りの立ち上がりが早い（２
人）、エルピーダの方が高品質だが、オーバ
ースペックである（多数）、エルピーダはテ
ストが長すぎる。三菱の１０倍くらい。PC 用
としては過剰だと思う、エルピーダの DRAM
は、コスト競争力に問題がある（多数）、と
言う回答を得た。 
 
⑤三菱とエルピーダの技術力の違い 
 まず、「微細加工など要素技術を比較して
下さい」と質問すると、全員が、「三菱より
エルピーダの方が優れている」と答えた。具
体的に、エルピーダは、リソグラフィの OPC

技術が優れている、キャパシタ用などの深い
孔の加工技術には驚かされた、等の回答があ
った。 
 次に、「インテグレーション技術を比較し
て下さい」と質問すると、「エルピーダより
三菱の方が優れている」という回答が多かっ
た。三菱は総合的に見が NEC はモジュールご
とに専門化している。その結果、こてこての
プロセスフローになる。三菱は、個人の技術
力は劣るかもしれないが、組織的に仕事をす
るのに優れている。三菱は、少ないリソース
で効率的に DRAM を作ることを得意とする。 
一方、低消費電力など高品質な DRAM を作る
のは、エルピーダが優れている、と言う回答
を得た。 
 更に、「生産技術力について、エルピーダ、
三菱、ファンドリーを比較して下さい」と質
問すると、ほとんどの三菱出身者が、「ファ
ンドリー＞三菱＞エルピーダの順である」と
答えた。エルピーダの DRAM は世界一高性能
かもしれない。しかし、マスク枚数が多く、
工程が長い。こてこて。装置のスループット
が悪いため、装置台数が多い。従って、世界
一高級な技術を過剰に使って、世界一高価な
DRAM を作っているように見えるとの回答だ
った。 
 
・三菱の DRAM 文化とは？ 
 インタビューの結果から、三菱には、独特
の DRAM 文化があるように感じられた。それ
は次の通りである（図 2）。 
 

1980 年代、日本の DRAM が世界を席巻して
いた頃、NEC、東芝、日立、富士通、三菱を、
ビッグ 5と呼んだ。しかし、ビッグ 5の中に
あって、三菱は常に最下位であった。東芝、
日立、富士通のように最先端の技術力で勝負
することができない（自信がない）。NEC のよ
うに規模と資金力で勝負することもできな
い。しかし、DRAM で利益を出さなくてはなら
なかった。 
その結果、三菱は、技術力ではなく組織力や
チームワークに活路を求めた。また、資金力
ではなく、コスト競争力に活路を求めた。こ
うして、インテグレーション技術者が輪の中
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図２．三菱のDRAM文化

１９８０～１９９０年代の三菱の状況

⇒ビッグ５（NEC、東芝、日立、富士通、三菱）の最下位

最先端の要素技術力で勝負
できない（自信が無い）。

資金力や規模でも勝負で
きない。

組織力およびチームワーク
に活路を求めた。

コスト競争力の勝負に
活路を求めた。

-インテグが、要素、設計および量産の和の中心。

-話し合いにより調整する文化が生まれた。



 

 

心となって、設計者、要素技術者、量産技術
者を、うまくまとめていく文化が根付いたの
ではないか。つまり、三菱出身者は（特にイ
ンテグレーション技術者は）、会話により、
組織間の摩擦を解消し、効率良く DRAM を開
発・量産する術を身に付けていったのではな
いかと思われる。 
 
・三菱出身者が果たした役割とは？ 
 三菱出身者が出向してきた際、エルピーダ
には、以下の組織間の摩擦があった。①NEC vs
日立、②インテグレーション vs 要素技術、
③開発部門 vs 量産部門。更に、新たに建設
した 12 インチ最先端工場での量産立ち上げ
と、台湾・ファンドリーへの生産委託を行う
計画だった。 
 このような時、話し合いによる調整が得意
で、全員が開発、量産、ファンドリーへの生
産委託の経験を有する三菱出身者が出向し
てきた（図 3）。 

 
つまり、エルピーダの技術者に不足してい

る能力及び経験を有する三菱出身者が、正に
最適なタイミングでエルピーダにやってき
たのである。 
その結果、話し合いの得意な三菱出身者が、
様々な摩擦を解消し、自然と DRAM 開発の中
心的役割を果たすようになった。更に、12 イ
ンチ最先端工場やファンドリーへの量産展
開の主役となっていったのであろう。 
 

2002 年 11 月以降のエルピーダの V 字回復
について、坂本社長に功績があったのはもち
ろんである。しかし、開発及び量産現場にお
いては、三菱出身者のこのような活躍が大き
く貢献していると言える。 
 
・二社統合を成功させるには？ 
 前節で明らかにしたように、何といっても
強力なリーダーシップを持った経営者が必
要である。二社統合の非常時においては、社
内の混乱や摩擦を、時間をかけて民主的に解
決する余裕はない。混乱や摩擦を続けている
間にも、市況は刻々と変化する。そのため、
強い信念を持ち、トップダウンで、物事を即

断即決できる経営者が必要である。 
 それに加えて、エルピーダにおける三菱社
員のように、統合した二社以外の出身で、二
社の社員とは異なる経歴を持ち、二社からは
一歩引いて客観的に物事を見ることができ
る社員を少数混在させておくことが、現場レ
ベルでの混乱や摩擦の解消に効果があると
思われる。 
 
・第二次再編後の行方 
 第 1 節で分社化の問題を取り上げ、第 2節
以降で二社統合の問題について論じてきた。
これらの知見を基に、今、進行中の第二次半
導体業界再編の行方を占ってみる（図４）。 
  

まず、エルピーダと台湾メモリーとの協業
について。この協業により、台湾政府などか
らの融資を受けられるようになったことは、
大きな利点としてあげられる。しかし、これ
で、本質的な問題が解決できたわけではない。
本質的な問題とは、エルピーダおよび台湾の
DRAM 各社が、単体では低収益な体質であるこ
とにある。低収益であることから、サムスン
やハイニックスよりも赤字額が大きくなっ
たのである。従って、各社が収益性を改善で
きなければ、単に、問題を先送りしただけに
過ぎない。なぜなら、シリコンサイクルから
逃げることはできないからだ。また、協業し
た場合の、日台連合の戦略的意思統一が図れ
るか、と言うことも不安材料の一つである。 
 次に、NEC エレクトロニクスとルネサスの
経営統合について。ルネサス内においては、
日立 vs 三菱の混乱や摩擦も、未だ解決でき
ていないと思われる。この状態で、経営統合
すると、NEC エレ、日立、三菱の三社による
混乱や摩擦が起きることになる。三社の技術
の融合などは、極めて困難である。設計、プ
ロセス、量産など、三社の技術をどのように
収束させたら良いか？よほど強力なリーダ
ーシップを持った経営者でなければ、混乱や
摩擦を鎮静化できないであろう。そのような
資質の経営者を確保できるのだろうか？ 
日本人の経営者では最早、無理なのではない
だろうか？ 
更に、もし、この NEC エレ＆ルネサスに、
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-話し合いの得意な三菱出身者が、摩擦を解消し、DRAM開発の中心的
役割を果たすようになった。

-３００ｍｍ工場やPSCへの量産展開の主役となった。

図３．三菱出身者の果たした役割
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東芝から分社化した SoC、富士通マイクロエ
レクトロニクスが加わるとしたら、一体どの
ようなことになるか？想像すると目眩がす
るのだが、世界最大の弱者連合が誕生し、途
中で空中分解した ASPLAの二の舞になるので
はないかと思われる。 
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